
上場取引所　東
4725 本社所在都道府県

常務取締役 東京都
神谷　敏 TEL(03)3263-7241

決算取締役会開催日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日 単元株制度採用の有無　有（1単元100株）

（注）記載金額は百万円未満を切捨て表示しております。

百万円 百万円 百万円

百万円

（注）①期中平均株式数　 　　13年12月期　10,772,531株　　 12年12月期　　9,846,238株
　　　②会計処理の方法の変更　　　　無
　　　③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

円

（注）13年12月期期末配当金の内訳　：　普通配当 7円50銭、記念配当 5円00銭
　　　12年12月期期末配当金の内訳　：　普通配当 6円00銭、記念配当 6円00銭

（注）①期末発行済株式数　　　13年12月期　10,785,424株　　12年12月期　10,760,800株
　　　②期末自己株式数　　　　13年12月期　        76株　　12年12月期   　　 　76株

百万円 百万円 百万円

（注）１株当たり予想当期純利益（通期）　69円07銭

銭

行う株式分割後の発行済株式数により算出しております。

銭

１株当たり年間配当金

平成14年2月14日

平成14年3月28日

銭 円

当期純利益

％ 円

円 円

円

百万円

経常利益

円

％ 銭 銭円 円 ％％％

％

責任者役職名
氏 名

上 場 会 社 名
コ ー ド 番 号
問 合 せ 先

％

百万円

％

銭 銭 ％百万円 ％

１株当たり年間配当金
中間

銭

売上高

株主資本
配当率

銭

１株当たり年間配当金および１株当たり予想当期純利益については、平成14年2月20日付で1株につき2株の割合をもって

 



株式会社シーエーシー（単体）

１４－（１）.　比較貸借対照表
＜単位：千円＞

期　　別　                             期    別 第36期 第35期

 （平成13年12月31日現在）  (平成12年12月31日現在) 増減

　科　　目   金　　額 構成比 金　　額 構成比 (△印減)

( 資  産  の  部 ) ％ ％

Ⅰ．流    動    資    産

   現 金 及 び 預  金 3,484,042 3,312,444 171,598

   受    取   手   形       － 37,758 △ 37,758

   売      掛      金 5,798,034 3,973,157 1,824,877

   有   価    証   券 200,095 1,862,894 △ 1,662,799

　 自   己    株   式       － 304 △ 304

   仕      掛      品 385,533 834,672 △ 449,139

   貯      蔵      品 4,344 121,725 △ 117,380

   前  　  渡      金 2,936 2,936       － 

   前   払    費   用 258,978 227,196 31,782

　 繰 延 税 金 資 産 118,777 91,038 27,738

   そ      の      他 76,728 43,727 33,001

   貸  倒  引  当  金 △ 16,990 △ 26,951 9,961

流動資産合計 10,312,481 54.6 10,480,905 62.4 △ 168,423

Ⅱ．固    定    資    産

１．有形固定資産

   建         　　 物 400,173 352,673 47,500

   機  械 及び 装  置 84,798 84,184 613

   器  具 及び 備  品 43,085 19,792 23,293

   土              地 144,364 144,364       － 

有形固定資産合計 672,422 3.6 601,015 3.6 71,407

２．無形固定資産

　 商      標      権 1,060 1,394 △ 334

   ソ  フ　ト ウ ェ ア 326,010 477,122 △ 151,112

   そ　  　の　 　他 26,445 25,491 953

無形固定資産合計 353,515 1.9 504,009 3.0 △ 150,493

３．投資その他の資産

   投  資 有 価 証 券 1,835,196 917,357 917,839

   関 係 会 社 株 式 2,199,409 1,847,811 351,597

　 出      資      金 655,966 559,100 96,866

   役員･従業員長期貸付金 4,211 16,581 △ 12,370

   長 期 前 払 費 用 12,915 17,569 △ 4,654

   長 期 差入保証金 1,508,230 1,397,412 110,817

   会      員      権 203,440 238,030 △ 34,590

   保  険  積  立  金 94,248 88,036 6,212

　 繰 延 税 金 資 産 943,782 27,811 915,971

   そ      の      他 99,988 99,988       － 

   貸  倒  引  当  金 △ 19,680 △ 49 △ 19,631

投資その他の資産合計 7,537,709 39.9 5,209,651 31.0 2,328,058

固定資産合計 8,563,647 45.4 6,314,675 37.6 2,248,971

資　 産　 合　 計 18,876,128 100.0 16,795,580 100.0 2,080,547
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株式会社シーエーシー（単体）

＜単位：千円＞

期　　別　                             期    別 第36期 第35期

 （平成13年12月31日現在）  (平成12年12月31日現在) 増減

　科　　目   金　　額 構成比 金　　額 構成比 (△印減)

( 負  債  の  部 ) ％ ％

Ⅰ．流    動    負    債

   買　　　掛　　 金 2,208,418 2,002,703 205,714

   一年以内返済予定長期借入金       － 1,189 △ 1,189

   未      払      金 2,255 609 1,646

   未　払　費　用 526,051 447,377 78,674

   未 払  法 人 税 等 756,499 710,960 45,539

   未 払  消 費 税 等 262,919 177,719 85,200

   前      受      金 185,936 143,364 42,572

   預      り      金 156,173 155,653 519

   賞  与  引  当  金 269,000 229,000 40,000

   そ      の      他 46,577 33,179 13,397

流動負債合計 4,413,831 23.4 3,901,756 23.2 512,075

Ⅱ．固    定    負    債

   長  期  借  入  金       － 9,562 △ 9,562

   預　り　保　証　金 80,551 79,228 1,322

   退 職 給 与 引当金       － 534,065 △ 534,065

   退 職 給 付 引当金 2,467,097       － 2,467,097

   役員退職慰労引当金 227,050 502,875 △ 275,825

固定負債合計 2,774,698 14.7 1,125,731 6.7 1,648,966

負    債    合    計 7,188,529 38.1 5,027,487 29.9 2,161,042

( 資  本  の  部 )

Ⅰ．資       本       金 3,380,268 17.9 3,372,660 20.1 7,607

Ⅱ．資  本  準  備  金 3,631,687 19.2 3,624,079 21.6 7,607

Ⅲ．利　益  準  備  金 79,158 0.4 55,764 0.3 23,394

Ⅳ．その他剰余金

  １．任意準備金

  　 プログラム等準備金 311,134 312,232 △ 1,097

     別 途 積 立 金 3,564,000 2,864,000 700,000

  ２．当期未処分利益 806,717 1,539,356 △ 732,638

その他剰余金合計 4,681,851 24.8 4,715,588 28.1 △ 33,736

Ⅴ．その他有価証券評価差額金 △ 85,063 △ 0.4       －   -  △ 85,063

Ⅵ．自　己　株　式 △ 304 △ 0.0       －   -  △ 304

資    本    合    計 11,687,599 61.9 11,768,093 70.1 △ 80,494

負  債 ･ 資   本   合   計 18,876,128 100.0 16,795,580 100.0 2,080,547
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株式会社シーエーシー（単体）

１４－（２）. 比較損益計算書
＜単位：千円＞

期　　別　                             期    別 第36期 第35期

  自  平成13年 1月  1日  自  平成12年 1月  1日

  至　平成13年12月31日   至　平成12年12月31日 増減

　科　　目   金　　額 百分比 金　　額 百分比 (△印減)

％ ％

Ⅰ．売　　上　　高 32,451,283 100.0 25,932,271 100.0 6,519,012

Ⅱ．売　上　原　価 26,233,975 80.8 20,757,903 80.0 5,476,071

 　　        売上総利益 6,217,308 19.2 5,174,367 20.0 1,042,940

Ⅲ．販売費及び一般管理費 3,544,687 11.0 3,145,122 12.2 399,564

　　         営業利益 2,672,620 8.2 2,029,244 7.8 643,375

Ⅳ．営 業 外 収 益 59,045 0.2 111,276 0.4 △ 52,231

   　　受 取 利 息 3,062 2,171 891

   　　有 価 証 券 利 息 1,809 770 1,038

   　　受 取 配 当 金 15,199 3,947 11,252

   　　保険配当金・解約返戻金 10,904 3,391 7,512

   　　証券投資信託解約益       － 62,041 △ 62,041

   　　そ　の　他 28,068 38,954 △ 10,885

Ⅴ．営 業 外 費 用 82,710 0.2 119,123 0.4 △ 36,412

   　　支 払 利 息 2,118 17,338 △ 15,220

   　　投資有価証券評価損       － 1,131 △ 1,131

   　　株式上場関係費用       － 73,963 △ 73,963

   　　金利キャップ費用 15,520       － 15,520

   　　投資事業組合損失 28,552       － 28,552

   　　そ　の　他 36,519 26,688 9,830

　　         経常利益 2,648,955 8.2 2,021,398 7.8 627,557

Ⅵ．特  別  利  益 73,420 0.2       － ― 73,420

   　　投資有価証券売却益 63,420       － 63,420

   　　貸倒引当金戻入額 10,000       － 10,000

Ⅶ．特  別  損  失 2,107,573 6.5 3,463 0.0 2,104,109

   　　固定資産除却損 2,716 3,401 △ 684

   　　固定資産売却損 24 61 △ 37

       投資有価証券評価損 223,128       － 223,128

       ｺﾞﾙﾌ会員権評価損 54,260       － 54,260

       退職給付会計基準変更時差異 1,827,444       － 1,827,444

   　　税引前当期純利益 614,802 1.9 2,017,934 7.8 △ 1,403,132

   　　法人税､住民税及び事業税 1,265,106 3.9 1,039,731 4.0 225,375

　　　 法人税等調整額 △ 873,903 △ 2.7 △ 94,355 △ 0.3 △ 779,547

       当   期  純  利  益 223,598 0.7 1,072,558 4.1 △ 848,959

       前  期  繰 越 利 益 672,012 282,234 389,778

       過年度税効果調整額       － 24,494 △ 24,494

       税効果会計適用に伴う
       ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ等準備金取崩額

      － 226,563 △ 226,563

       中間配当額 80,812 60,450 20,362

       中間配当に伴う
       利益準備金積立額

8,081 6,045 2,036

       当 期 未 処 分 利益 806,717 1,539,356 △ 732,638
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重要な会計方針 
 

期  別 
 
項  目 

第 ３６ 期 
自 平成１３年  １月  １日 
至 平成１３年１２月３１日 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法に基づく原価法 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定） 

・時価のないもの 
移動平均法に基づく原価法 

 

(2) デリバティブ 

時価法 

 
(3) たな卸資産 

・仕掛品 

個別法による原価法 

・貯蔵品 

最終仕入原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産 

定率法によっております 

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

    建物       10～53年 
    機械及び装置   6～15年 

      器具及び備品   5～20年 

(2) 無形固定資産 

・ソフトウェア 

市場販売目的ソフトウェアは、見込販売数量に基づく償却額

と見込有効期間（5年以内）に基づく均等配分額とのいずれか

大きい額を計上する方法によっております。また、自社利用

目的ソフトウェアについては、社内における見込利用可能期

間（5年以内）に基づく定額法によっております。 
 
・ソフトウェア以外 

定額法によっております。 

 ３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す｡ 
(2) 賞与引当金 

従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額の当期負担額を

計上しております。 
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期  別 
 
項  目 

第 ３６ 期 
自 平成１３年  １月  １日 
至 平成１３年１２月３１日 

 (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異については、退職給付会計適用初

年度に全額費用処理しております。 

数理計算上の差異については、発生年度の従業員の平均残存

勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法により、翌期

から損益処理することとしております。 
 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職により支給する退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。 

５．その他財務諸表作成のための基本となる

事項 

消費税及び地方消費税の会計処理 

税抜方式を採用しております｡ 

 

 

追 加 情 報 
 

  

 

 

期  別 
 
項  目 

第 ３６ 期 
自 平成１３年  １月  １日 
至 平成１３年１２月３１日 

１．退職給付会計 当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成10年6月16日））を適用しております。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職給付費用は 54,703 千円増

加し、特別損失は 1,827,444 千円それぞれ増加するため、経常利益は 54,703 千

円減少し、税引前当期純利益は 1,882,147 千円減少しております。 

また、期首の退職給与引当金は、退職給付引当金として表示しております。 

 

２．金融商品会計 当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成11年1月22日））を適用し、有価証券及びデ

リバティブの評価方法、貸倒引当金の計上基準について変更しております。こ

の結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益は24,908千円増加し、

税引前当期純利益は29,351千円減少しております。 

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討して、その他有価証券

のうち、預金と同様の性格を有するものは流動資産の有価証券として、それ以

外は投資有価証券として表示しております。その結果、流動資産の有価証券は

802,792 千円減少し、投資有価証券は同額増加しております。 

 

３. 外貨建取引等会計基準 当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準

の改訂に関する意見書」（企業会計審議会 平成11年10月22日））を適用してお

ります。なお、この変更による損益にあたえる影響はありません。 
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注 記 事 項 

第 ３６ 期 

（平成１３年１２月３１日 現在） 

第 ３５ 期 

（平成１２年１２月３１日 現在） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

              339,114 千円 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

              273,739 千円 

 
２．保証債務 

    

 

２．保証債務 

              16,254 千円 

 

３．発行済株式数の増加 

(1) 第１回ストックオプションの権利行使 

  ・発行株式数 額面普通株式 24,700 株 

  ・１株の発行価額      616 円 

  ・１株の資本組入額     308 円 

・払込金額の総額    15,215 千円 

  

３．発行済株式数の増加 

(1) 第１回ストックオプションの権利行使 

  ・発行株式数 額面普通株式 197,600 株 

  ・１株の発行価額           616 円 

  ・１株の資本組入額          308 円 

  ・払込金額の総額      121,721 千円 

 

(2) 株式分割 

  額面普通株式を 1株を 1.3 株の割合をもって分割 

  ・株式分割日  平成 12 年 2月 21 日 

 

(3) 株式上場に伴う公募 

  ・新株発行日     平成 12 年 10 月 30 日 

  ・発行株式数   額面普通株式  600,000 株 

  ・１株の発行価額         4,670 円 

  ・１株の資本組入額        2,201 円 

・払込金額の総額    2,640,600 千円 
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（リース取引関係）  

第 ３６ 期 
自 平成１３年  １月  １日 
至 平成１３年１２月３１日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

もの以外のファイナンス･リース取引 

 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 

   相当額及び期末残高相当額 

 

 

 

２．未経過リース料期末残高相当額 

      １年内            342,619 千円 

      １年超            462,387 千円 

      合 計           805,006 千円 

 

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息 

    相当額       

      支払リース料         443,820 千円 

      減価償却費相当額       406,845 千円 

      支払利息相当額          34,091 千円 

 

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

   (1) 減価償却費相当額の算定方法 

        リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と 

        する定額法により算定しております。 

   (2) 利息相当額の算定方法 

        リース料総額とリース物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっております。 

 

オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

    １年内         480 千円 

    １年超            － 

        合計                    480 千円 

  

 

第 ３５ 期 
自 平成１２年  １月  １日 
至 平成１２年１２月３１日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

もの以外のファイナンス･リース取引 

 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 

   相当額及び期末残高相当額 

 

 

 

２．未経過リース料期末残高相当額 

      １年内              384,724 千円 

      １年超             586,028 千円 

      合 計           970,753 千円 

 

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息 

    相当額       

      支払リース料           428,377 千円 

      減価償却費相当額       392,697 千円 

      支払利息相当額          36,342 千円 

 

４．減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

   (1) 減価償却費相当額の算定方法 

        同  左 

     

   (2) 利息相当額の算定方法 

        同  左 

     

 

 

 
取 得 価 額 
相 当 額 

減 価 償 却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 残 高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 
建 物 2,243 838 1,404 

機械及び装置 516,305 335,095 181,209 

車 両 運 搬 具 8,452 6,425 2,026 

器具及び備品 1,254,812 578,592 676,219 

ソフトウェア 148,220 68,930 79,289 

合 計 1,930,033 989,882 940,150 

 
取 得 価 額 
相 当 額 

減 価 償 却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 残 高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 
建 物 2,243 1,303 940 

機械及び装置 516,305 438,712 77,592 

器具及び備品 1,249,163 605,641 643,522 

ソフトウェア 118,436 63,112 55,324 

合 計 1,886,148 1,108,769 777,379 
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（有価証券関係） 
 前連結会計年度に係る「有価証券の時価等」及び当連結会計年度に係る「有価証券」（子会社株式及び関連会社

株式で時価のあるものは除く）に関する注記については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

 なお、当会計年度（自平成１３年１月１日 至平成１３年１２月３１日）における子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。 

 

 

（税効果会計関係） 
 第３６期  

自 平成 13 年 1 月 １日 

期  別 
 
 
項  目 

〔 
至 平成 13 年 12 月 31 日 

〕 
繰延税金資産 

 退職給付引当金繰入限度超過額      846,019 千円 
  

１．繰延税金資産及び繰延税金負債
の発生の主な原因別の内訳 

 役員退職慰労引当金繰入限度超過額    95,474 千円 
   
  投資有価証券評価損           93,825 千円 
   
  その他有価証券評価差額         69,806 千円 
   
  未払事業税否認             68,038 千円 
   
  ソフトウェア償却限度超過額       45,387 千円 
   
  賞与引当金繰入限度超過額        36,350 千円 
   
  その他                 33,320 千円 
   
   繰延税金資産 小計        1,288,222 千円 
   
 繰延税金負債 
  プログラム等準備金                   △225,662 千円 
   
  繰延税金負債 小計                   △225,662 千円 
   
  繰延税金資産の純額                   1,062,560 千円 
  
  

国内の法定実効税率                   42.0％ 
（調整） 
交際費等永久に損金に算入されない項目           19.8％ 

 
住民税均等割等                     2.7％ 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用
後の法人税等の負担率との間に重
要な差異があるときの、当該差異
の原因となった主要な項目別の内
訳 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目   △1.0％ 
  
 その他                                         0.1％ 
  
 税効果会計適用後の法人税等の負担率             63.6％ 
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(重要な後発事象) 

第 ３６ 期 

 

第 ３５ 期 

 
 平成 13 年 12 月 11 日開催の取締役会において、次

のように株式分割による新株式の発行を決議しまし

た。 

(1) 平成 14 年 2 月 20 日をもって普通株式１株を

２株の割合をもって分割する。 

① 分割により増加する株式数 

   普通株式   10,785,500 株 

② 分割方法  平成 13 年 12 月 31 日現在の株主

名簿及び実質株主名簿に記載された株主の所

有株式数を１株につき２株の割合をもって分

割する｡ 

(2)  配当起算日  平成 14 年 1月 1日 
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１５．役員の異動 （平成 1 4 年 3 月 2 8 日付） 

 
 
1. 代表者の異動 
 
    該当事項はありません。 
 
 
2. その他の役員異動 
 
（1） 新任予定取締役候補 
 

取締役 島田
しまだ

 俊夫
としお

（現 執行役員経営企画本部長 兼 同本部企画室長） 

 
 
（2） 新任予定監査役候補 
 

    常勤監査役 榛葉
しんば

 順 一
じゅんいち

（現 執行役員ＮＳＭ第二事業本部ＮＳＭ第一事業部長 

兼 同事業本部 同事業部運用第二部長 
兼 同事業本部 同事業部 TSサービス部長） 

 
（3） 退任予定監査役 
 

谷岡
たにおか

 修生
ながお

 （現 常勤監査役） 

 
 
 

以上 


